
国内のエネルギー需要

国内エネルギー需要の見通し

〇 第６次エネルギー基本計画では、2030年度に約23％削減（2013年度比）を目指す

出典：資源エネルギー庁ＨＰ「2030年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」

【エネルギー需要】 【一次エネルギー供給】
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○ 2030年の都内エネルギー起源CO₂排出量目標
（2000年比）

・ エネルギー起源CO₂排出量 50％程度削減

➡ 産業・業務部門 50％程度削減

➡ 家庭部門 45％程度削減

➡ 運輸部門 65％程度削減

○ 2030年の都内エネルギー消費量目標
（2000年比）

・ 都内エネルギー消費量 50％程度削減

➡ 産業・業務部門 35％程度削減

➡ 家庭部門 30％程度削減

➡ 運輸部門 65％程度削減

都内のエネルギー消費・ＣＯ２排出について

東京都の部門別エネルギー消費量等の目標

出典：環境基本計画2022（東京都環境局）

（単位：ＰＪ）

（単位：万ｔ-CO₂eq）
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国内の電力需要

国内の電力需要の見通し及び電化率の推移

出典：資源エネルギー庁ＨＰ「2030年度におけるエネルギー
需給の見通し（関連資料）」

【電力化率の推移】

〇 国内電力需要は増加見通しだが、省エネにより2030年度に約13％削減を目指す

【電力需要】

出典：資源エネルギー庁 エネルギー白書2023

※電力化率（％）＝電力消費/最終エネルギー消費×100
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東京都内のエネルギー需要

都内エネルギー需要の内訳

〇 都内エネルギー需要の約半数は電力が占め、特に業務部門では電力の比率が高い

出典：東京都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査（2019（令和元年）実績）

電力 46.9％

都市ガス 29.7％

ＬＰＧ 2.1％

燃料油 21.3％

その他 0.1％

【都内最終エネルギー消費（燃料種別）2019年度】
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国内の電源構成

電源構成の見通し等

〇 国の電源構成は、2030年には化石燃料への依存率が３割減少する見通し

〇 東京電力ＥＰの電源構成は、全国に比べＬＮＧの比率が高い

出典：資源エネルギー庁ＨＰ「2030年度におけるエネルギー
需給の見通し（関連資料）」

【電源構成】

5
出典：東京電力エナジーパートナーＨＰ
※水力や再エネの他、発電所が特定できない水力、火力、原子力、FIT電気、再エネを含む

ＬＮＧ
その他ガス
56％

石炭21％

火力
77％

【東京電力ＥＰ電源構成 2021年度実績】

その他※
23％



電源構成に関する海外の取組

石炭火力発電に関する諸外国の取組

〇 ヨーロッパ・アジアともに石炭火力の縮小を見込む

【石炭火力に関する各国方針】

イギリス 2024年10月までに全廃

フランス 2022年までに全廃

ドイツ 石炭火力の段階的廃止完了時期を2038年から2030年に前倒しする計画

オランダ 2030年までに全廃

韓国
・石炭火力の電源比率（現在約3割）を2030年頃までに約23%に低下させる方針
・新規の海外石炭火力発電に対する公的金融支援の停止を宣言（2021年4月）

オーストラリア
・エネルギー消費量の約1/3が石炭火力。近年、高経年化石炭火力の閉鎖が進行
・他方、石炭の産出と輸出を2030年以降も継続する方針

中国
・国外での石炭火力新設停止を表明（2021年9月）
・国内でも脱石炭を進めていたが、2022年の電力不足を受けて国内石炭を増産

出典：第52回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会資料 6



再生可能エネルギーの導入

国内再エネ発電量及び都内再エネ利用割合

〇 国内の再エネ発電量は大きく拡大し、都内の再エネ電力利用割合も上昇傾向

出典：東京都環境白書2022／ゼロエミッション東京白書2022
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再エネ出力制御の実施状況等

年間出力制御（ 2023年度見込み）

〇 東京を除く、全エリアで出力制御を実施される見通し

出典：第52回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 8

エリア
年間の出力制御率

（見込み）
太陽光・風力発電の接続量※

北海道 0.01％ 300万ｋＷ（太陽光221万ｋＷ、風力79万ｋＷ）

東北 0.56％ 1,030万ｋＷ（太陽光814万ｋＷ、風力216万ｋＷ）

中部 0.01％ 1,156万ｋＷ（太陽光1,120万ｋＷ、風力36万ｋＷ）

北陸 0.02％ 139万ｋＷ（太陽光122万ｋＷ、風力17万ｋＷ）

関西 今後公表 716万ｋＷ（太陽光699万ｋＷ、風力17万ｋＷ）

中国 0.67％ 699万ｋＷ（太陽光664万ｋＷ、風力35万ｋＷ）

四国 0.48％ 361万ｋＷ（太陽光331万ｋＷ、風力30万ｋＷ）

九州 4.80％ 1,216万ｋＷ（太陽光1,156万ｋＷ、風力60万ｋＷ）

沖縄 0.34％ 45万ｋＷ（太陽光43.5万ｋＷ、風力1.4万ｋＷ）

※2023年3月末時点



出力制御の低減に向けた取組

需給バランス断面のイメージ図

出典：第52回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料 9



国の水素基本戦略改定のポイントと東京都の要望

国の水素基本戦略改定

項番 主なポイント 東京都の要望内容

①

水素等の野心的な導入量目標を新たに設定し、水
素社会の実現を加速化 2040年1200万トン程度

※水素ステーションのコスト削減について、タンク圧
力（35MPa）や部材の検討について追加で記載

・水素基本戦略の改定に合わせて速やかに具体的なロードマップを作り
上げること
・水素ステーションにおいて、充填のための機器や装置の耐圧性能やそ
れに応じた部材に関する考え方を示すこと
・様々な機能の集積する東京のような大都市が水素の利活用を進める
モデルケースとなるよう、国として適切にサポートする方向性を示すこと
・水素等を活用した発電に向けて、技術開発を加速するとともに、首都
圏のような広域エリアでの取組の方向性や道筋を示すこと

②
2030年の国内外における日本企業関連の水電解
装置の導入目標を設定、15GW程度

・水素の普及にとって必要となる水電解装置や燃料電池等の開発につ
いて、東京の中小企業の優れた技術を活用する方向性を示すこと

③

大規模かつ強靭なサプライチェーン構築、拠点形成
に向けた支援制度を整備
・既存燃料との価格差支援
・効率的な供給インフラ整備支援
大規模かつ強靭な水素・アンモニアサプライチェーンの
早期構築を目指し、官民合わせて15年間で15兆
円のサプライチェーンの投資計画を検討中

・大消費地である東京都に隣接する川崎臨海エリアにおいて、水素等
のエネルギー供給拠点を確実に作り、供給体制の整備を円滑に進めて
いく内容を重視すること
・パイプライン等の水素供給体制が速やかに構築されるよう、保安など
に係る法律の整備を速やかに進める方針を示すこと

④
「クリーン水素」の世界基準を日本がリードして策定
し、クリーン水素への移行を明確化

・ゼロエミッションに向け、その達成までの移行期においてもＣО₂の排出
のないグリーン水素へ早期に転換が進むよう方向付けを行うこと

（出典）再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議資料を基に作成
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水素サプライチェーンと需要拡大について

国内外の動向

国内外での水素エネルギーをめぐる動き

• 欧州では天然ガスパイプラインの転用等による水素の域内供給を構想
• 豪州で製造した低炭素な水素を日本に運搬し受け入れる実証が展開

✦洋上風力で水素製造
(年100万t,2027以降稼働）

✦既存の天然ガスパイプライン
を活用し、域内へ供給
（“NortH2”,2020.2発表、
“HyWay27”,2020.6発表)

オランダ

✦太陽光で水素を製造し日本へ輸出
(年30万t, 2026以降順次)
(“Central Queensland Hydrogen
Project”,2021.9発表）

✦ほか年1500万t製造の開発計画あり

オーストラリア

✦川崎重工が液化水素運搬船の
大型化、商用化を目指す
(2030目標)

日本

（出典）各社・各プロジェクト公式HP掲載情報及び経産省・環境省資料を基に作成

✦ＥＵ全体にわたる水素サプライチェーンを構築する
プロジェクト群（100億ユーロ規模）を承認

✦技術開発41件、水素供給・利用35件の
プロジェクトが実施予定
(“IPCEI Hy2Tech/Hy2Use”,2022.7承認)

ＥＵ

パイプライン図

将来の水素の活用

• 発電や熱など新たな活用による需要創出とエネルギーの脱炭素化

（出典）東京水素ビジョン

【都の目指す姿】2050年にあらゆる分野でグリーン水素を利活用する水素社会を実現

• ウクライナ情勢や世界的なエネルギー危機を契機に各国が水素エネルギーをめぐり積極的な投資を進めている中、技術的な優位

性を有する分野であることを生かし、安定供給に向けたサプライチェーンの構築が必要である

• 水素社会の実現にあたっては、水素の低コスト化や利用環境の整備など、需要創出に向けた施策展開が求められる
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杉並区（宮前）
ENEOS㈱

練馬区（谷原）
東京ガス㈱

八王子市（高倉町）
ENEOS㈱

★東京駅

★都庁

品川区（上大崎）
ENEOS㈱

江東区（潮見）
ENEOS㈱

江東区（有明）
岩谷産業㈱

江東区（新砂一）
巴商会

江東区（豊洲）
東京ガス㈱

江戸川区（葛西）
岩谷産業㈱

中央区（晴海）
ENEOS㈱ 休止中※

多摩市（南野）
多摩興運㈱

※2024年春の本設開設に向け休止中

荒川区（南千住）
東京ガス㈱

千代田区（三番町）移動式
(同)日本移動式水素ＳＴサービス

世田谷区（大蔵）移動式

(同)日本移動式水素ＳＴサービス

大田区（羽田空港）
岩谷産業㈱

港区（芝公園）
岩谷産業㈱

大田区（南六郷）移動式

(同)日本移動式水素ＳＴサービス

大田区（池上）
岩谷産業㈱

品川区（大井）
ENEOS㈱

港区（高輪）
ENEOS㈱

水素ステーション都内整備状況

東久留米市
岩谷産業㈱羽村市

岩谷産業㈱
新宿区（西新宿)移動式

ENEOS㈱
(同)日本移動式水素ＳＴサービス

ＳＴ数 23

（うちバス対応） 11

令和５年７月現在



水素ステーションの充填圧力について

○国内の水素ステーションは高圧ガス保安法において、82MPa以下と規定（70MPaの車に対応）

○コスト面では35MPaが優位で走行距離の点からは70MPaが有利

充填圧力と水素コストの関係

＊試算条件：オフサイト300 Nm3/h、無人遠隔運転、
水素需要53,000 kg/年、水素調達コスト550円/kg

70 MPa 35 MPa

建設費総額 3.9億円 2.8億円

運営費/年 2,200万円 1,400万円

水素コスト
OPEXのみ
CAPEX込み

963円/kg
1,694円/kg

809円/kg
1,341円/kg

1.3

0.8

0

0.5

1

1.5

圧縮水素

（70MPa、15℃）

圧縮水素

（35MPa、15℃）

圧力とエネルギー密度の関係

エネルギー密度
（kWh/ℓ）

（出典）モビリティ水素官民協議会（経済産業省）、Overview Hydrogen Refuelling For Heavy Duty Vehicles(H2 mobility)、 FCCJ超低コストST検討TF試算結果
を基に東京都作成


